平成２３年度　政務調査費　先進都市調査報告書
	会派名
	公明党室蘭市議会

	議員名
	細川　昭広、砂田　尚子、柏木　隆寿

	調査実施年月日
	平成23年11月14日（月）

	調査先　自治体名等
	福岡県　福岡市

	調査項目
	「福岡PPPプラットフォーム事業（計画）」について

	調査目的
	多数の公共建築物が更新時期を迎えているが、厳しい財政状況の中では安易に建替えなどを行うのは難しい。そこで公共事業に民間の経営ノウハウや技術力、資金を活用し良質な公共サービスの提供と財政負担の軽減を図る手法としてPPP（官民協働事業）の活用をすすめるとともに地場企業の参画により地域経済の活性化を図る。

	報告内容

実施したこと
	１　視察先（市町村）の概要

　人口：　１，４６３，８２６人（Ｈ２３．４．１現在）　　　行政面積：　３４１．３２ｋ㎡

２　視察内容
PFI方式やDBO方式などPPP（官民協働事業）の手法は様々あり、事業ごとに最適な手法を選択する必要がある。またPFI方式は従来は資金力のある大企業の独断場であったが今後は地域経済の活性化・地場企業の振興を目指し地域内企業の参画が求められる。それには資本の裏づけが必要であり地元金融機関との連携も重要である。よってまず行政主導で地元企業がPPPに参加できる仕組みづくりをつくることが大事になる。そのためのプラットホーム的な組織を立ち上げ、セミナーなどで金融機関と設計事務所、建設会社、ビル管理会社などの異業種連携を図り、施設整備・運営における手法を学び企画提案力、事業遂行能力などの企業力向上を目指す。また企画・提案してもらうためには行政として今度の公共施設の維持管理における考え方を示す必要がある。

	感想（まとめ）

本市へ生かせること等
	福岡市が立ち上げたPPPプラットフォームの参加状況は地場企業８０社程度、地元金融機関２行となっている。市の財政均一化を図るには計画的な予算措置が求められるため非常に関心がある。現在、アセットマネージメント部を立ち上げ福岡市が管理するすべての公共施設情報を一元管理し施設整備の優先順位を図っている。建設費が概ね１０億円以上の事業が適当と考えている。（小学校１校建設で概ね２０数億円かかる）企業の反応としては分離分割発注のほうが良いとの意見もある。ただ、将来的な維持管理も含めた部分を考えるとPPPの方が建設のみの一般競争入札よりは利潤が高くなると思われる。今後の課題としてはPPP方式の場合、国の補助金や起債が利用できるのか？ミニ市場公募債（本市ではらんらん責）などの活用はできるのか？一括神交付金になった場合は建設費補助分はどうなるのかなど国の考え方が示されるべき部分が多い。しかし、本市も多くの公共建築物が耐用年数を迎え、老朽化している現状を考えると施設の長寿命化、維持管理にかかる費用は莫大なものとなり、財政に与える影響は非常に大である。よっていまから公共施設跡地活用策だけでなく、既存公共施設全般の情報一元化と整備計画を早急に進める必要がある。


